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第１ 諫早市における土地利用政策の見直しの背景 

１．都市計画制度の状況 

諫早市（以下「本市」という。）では、長崎市、長与町及び時津町の

２市２町で長崎都市計画区域を形成しており、昭和４６年３月から区域

区分制度を導入し、５０年以上が経過している。 

この区域区分制度は、道路・公園・下水道などの基盤整備についての

公共投資を効率的に行いつつ、良質な市街地の形成を図る目的で、都市

計画区域を優先的かつ計画的に市街化を図る市街化区域と市街化を抑制

する市街化調整区域とに区分する制度で、いわゆる「線引き制度」と言

われている。 

現在は、行政区域の面積の約３割、９，６８９ｈａが都市計画区域で、

そのうちの２，３２５ｈａ（２４％）を市街化区域に、７，３６４ｈａ

（７６％）を市街化調整区域に指定している状況である。 

 

２．区域区分制度の弊害 

区域区分制度が導入された当初は、高度経済成長期であり、増加する

人口を市街地へ誘導し、郊外部におけるスプロール化の抑制に大きな効

果を発揮した。 

しかし、全国的に人口が減少する都市の成熟期に入った現在では、郊

外等への開発圧力は沈静化し、市街地においても空き家・空き地の増加

による都市のスポンジ化が進むなど新たな課題が顕在化してきている。 

また、郊外部の既存集落等では後継者の都市部への流出や強い土地利

用規制による新たな人口流入の抑制等により持続的な地域の維持が困難

になっている地域も増加している。 

このような状況に鑑み、平成１２年の都市計画法の改正では、大都市

圏で区域区分が義務付けられる一方、それ以外の都市計画区域では都道

府県が地域の実情を踏まえて区域区分の要否を選択することになり、法

改正以降、課題が顕在化していた都市で、区域区分の廃止を検討する事

例が増加し、１５の都市計画区域で区域区分の廃止が行われている。 
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３．新しい都市計画制度の検討 

本市の人口は、平成１２年（２０００年）の１４４，２９９人をピー

クに減少傾向に転じるなど都市の成熟期に入っており、現在では都市化

の圧力は小さくなってきている。 

特に、郊外部の集落地では、人口減少や少子高齢化が著しく、コミュ

ニティや集落機能の維持が難しくなっている地域もみられる。 

このようなことから、本市では、平成２３年度に長崎県から都市計画

法に基づく開発許可等の権限移譲を受けるとともに、４０戸連たん制度

などの本市独自の開発条例を施行し、さらに平成２７年度、令和２年度、

令和４年度と段階的に、市街化調整区域における地区計画制度の運用基

準の策定や、諫早版「小さな拠点」の指定などの土地利用の規制緩和策

に取り組み、地域コミュニティの維持に一定の成果を上げている。 

しかしながら、人口減少や少子高齢化の進行は、今後も継続すること

が予想され、コミュニティの衰退や集落機能の低下などが、更に進むこ

とが懸念されることや、市町の合併に伴う土地利用規制の異なる地域の

混在など都市構造に関わる課題が顕在化してきているため、区域区分制

度の必要性をはじめ、本市における将来の土地利用政策のあり方につい

て、総合的に検討することが必要となってきている。 
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第２ 諫早市における都市計画上の課題と対応方針 

１．現況データからみた基本的課題 

 人口減少や少子高齢化などの社会情勢の変化や都市の現況データなど

を踏まえ、本市の土地利用政策において重要と考えられる以下の６つの

視点から基本的課題を整理する。 

（１）社会的情勢の変化等からみた課題 

本市は、地方分権の進展や厳しさを増す地方財政等を背景として平成

１７年に合併し、組織の合理化や一体的なまちづくりを進めてきたが、

今後も厳しい社会経済情勢が続くことが予測される。 

具体的には、人口減少や少子高齢化に伴い生産年齢人口割合が大幅に

減少することにより、税収が減少し都市的投資を捻出する財源が減少す

ることが予想されるため、効率的な財政運営が求められている。 

また、市域全域で空き家・空き地が増加しており、今後世帯数が減少

に転じた場合には、更に空き家が増加すると予測され、防災、衛生、治

安、及び景観の悪化等、地域力の低下が懸念される。 

さらに、本格化する超高齢社会において、日常の買物や通院に際して、

自動車の運転ができなくなることにより、生活に不便が生じる高齢者等

の増大が予想され、公共交通機関等の充実により、居住の場と都市拠点

のアクセス向上を図る必要がある。 

以上のようなことから、社会的な課題の解決には集約型の都市構造へ

の転換が有効と考えられるが、一方で、郊外部での大幅な人口減少は、

これまでの長年に渡り築かれてきた地域コミュニティを維持することが

困難になることが予想される。 

このため、本市の地域特性を十分に踏まえた集約型都市構造への転換

を進めていく必要がある。 

（２）人口密度、動態等からみた課題 

人口減少や核家族化等により、市内の多くの地域で人口密度が減少

してきている。 

特に、高密度が求められる市街化区域で市街地の要件である40人/ha

を下回る地域が多くなっている。 
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また、昼夜間人口比率は100を超えており、流入超過となっている。 

（３）産業動向からみた課題 

工業の状況をみると、事業所数は近年横ばい傾向にあるものの、製

造品等出荷額や従業者数は近年増加傾向にある。従業者の増加は定住

人口の増加につながるため、今後も企業の誘致とともに、その受け皿

となる住宅地の確保が重要となっている。 

また、小売業の状況をみると、近年、商品販売額、従業員数、事業

所数ともにやや増加傾向にあり、今後も需要にあわせた商業地の確保

等が必要となっている。 

農業は、近年、農業従事者の高齢化や後継者不足に伴う就業者数の

減少や農地の荒廃（減少）が進んでおり、守るべき農地は保全しつつ、

多様な用途への活用の仕方も検討していく必要がある。 

（４）土地利用からみた課題 

市街化区域では宅地へ転用可能な農地や空地が約１割と少なく、ま

とまった一定規模の住宅地や産業用地等の新たな確保が困難になって

いる。 

また、郊外部では都市部への人口流出や強い土地利用規制による新

たな人口流入の抑制等により、集落地等の持続的な地域の維持が困難

になっている。 

市街地の安全性については、本市の市街地には一級河川本明川が縦

断しており、概ねＪＲ長崎本線と島原鉄道に囲まれた地域が浸水想定

区域で、有明海に面した干拓地では３．０ｍ 以上の浸水が想定される

など、豪雨時に浸水被害が広がることが想定される。 

また、土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域が、本市の北東部

や南部の山地・丘陵地を中心に多く指定されており、郊外部では土砂

災害の危険性の高い地域がみられる。 

（５）交通体系からみた課題 

生活圏や通勤圏が拡大しており、交通の要衝である本市への自家用

車等による市外からの交通流入の増加は、交通渋滞の要因や環境負荷

の増加が懸念される。 
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市街地内では国道３４号、５７号、２０７号等の広域的な交通網が

整備されているが、運転者が渋滞していると感じる箇所が多くある。 

また、近年では、島原道路の一部である都市計画道路諫早南バイパ

ス線が整備され、インターチェンジ周辺では開発圧力が高くなってい

る。インターチェンジ周辺は利便性が高く、産業用地等の適地である

ものの、市街化調整区域では農用地区域に指定されている箇所も多く、

開発が制約されている。 

（６）広域的な連携、都市的土地利用規制からみた課題 

通勤・通学の状況では、長崎市とのつながりが最も大きいが、近年

は大村市や雲仙市への通勤・通学割合も増加し、長崎都市計画区域以

外でのつながりも増加している。 

また、長崎市と経済・生活圏が同一の長与町及び時津町は、長崎広

域連携中枢都市圏を形成し連携強化が図られているが、本市は大村市

や雲仙市等と消防、救急業務、及びごみ処理事業などの広域連携を行

うなど、長崎市との一体的な結びつきは他の２町に比べて弱くなって

いる。 

更に、長崎県総合計画など多くの計画で使用されている地域区分に

おいても、長崎市、長与町、及び時津町などは同一の長崎・西彼地域

として位置づけられているが、本市は大村市などと共に県央地域とな

っている。 

都市的土地利用規制の状況をみると、本市では区域区分制度とあわ

せた用途地域等の地域地区指定のほか、市街化調整区域における課題

に対応するため、様々な緩和措置を行ってきたことから、土地利用規

制が複雑化してきており、市民や事業者に分かりづらい土地利用規制

となっている。 
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２．基本的課題に対する対応方針 

  前述の基本的課題を解決するため以下のとおり対応方針を整理した。 

（１）将来人口の枠組みにとらわれない、暮らしやすいまちづくりへの

転換を図る。 

・集約型都市構造を基本としつつ、市全域における暮らしやすさ 

とのバランスがとれたまちづくりを推進する。 

・中心市街地へ都市機能増進施設の立地を促進する。 

 

（２）郊外部では、無秩序な市街化を抑制しつつ、地域活力維持のため、

需要に応じた宅地開発を促進する。 

・営農環境を保全しつつ、土地利用転換も含めた幅広い対策を推 

進する。 

・インターチェンジ周辺は、立地特性を活かした土地利用の形成 

を促進する。 

・空き家を地域資源の既存ストックとして活用するとともに、適 

正な管理を促進する。 

・農用地区域等の優良農地を保全する。 

・良好な自然環境を有する区域での開発を抑制する。 

・現行の土地利用施策の課題とあり方の必要性を検証する。 

 

（３）県央地域の中心として都市機能、産業の集積を図る。 

・雇用の場を確保する。 

・利便性の高い地域への各種産業立地を促進する。 

・職場に近接した地域への従業者の受け皿となる住宅立地を促進 

する。 
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（４）市街地等での災害リスクを低減する。 

・浸水リスクの低減に向けて本明川ダム等の整備を促進する。 

・ハード・ソフト両面からの災害対策を推進する。 

・災害対策に加え必要に応じ、災害に弱い地域での新たな住宅 

立地を抑制する。 

 

（５）公共交通の充実や道路整備等により、利便性の高いまちづくりを

進めるとともに、環境負荷の低減を図る。 

・環状道路の整備等により、通過交通の低減を図る。 

・地域公共交通計画等に基づき、交通事業者等と協働で公共交通 

の維持確保を図る。 

 

（６）本市の一体的な都市圏を再検証する。 

・長崎都市計画区域の再編や県央地域における他市町との一体性 

等を検証する。 
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第３ 諫早市の目指すべき都市像 

１．目指すべき将来都市像 

これからのまちづくりは、広い視点を持ちつつ既存ストックを大切 

に有効活用しながら、まちの質を高め、次世代に確実につなげていくこ

とが必要となっており、本市の特徴ある産業や交通利便性、豊かな自然

環境、人的資源などを活かしつつ、県央地域の中心として県内外の人々

が住みたくなる、企業が進出したくなる県央の「魅力都市」を目指す。 

このようなことから、都市づくりの基本的課題に対する対応方針や 

市民アンケートなどを受けて、本市が目指す将来都市像について以下の

ように定め、まちづくりを推進することを推奨する。 

 

 

本市の将来像 

 

 『人と都市を未来につなぐ 県央魅力都市 諫早』 
 

 

都市づくりの基本理念 
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（１）持続可能な都市づくり 

人口が減少する中で、市街地だけでなく集落地も含めて住民が暮ら

し続けたいと感じられるような魅力・活力のある持続可能な都市づく

りを推進する。 

 
（２）安全・安心な都市づくり 

災害リスクの減少を目指すとともに、快適に暮らしていくうえで重

要な視点である居住環境や高齢者世代等の視点からみた安全・安心な

都市づくりを推進する。 

 
（３）環境負荷の少ない都市づくり 

社会経済活動等に伴って発生するＣＯ２などにより環境に大きな負

荷がかかっていることから、自然環境の保全や公共交通の利用促進等

により、環境負荷の少ない都市づくりを推進する。 

 
    （４）広域的な視点による都市づくり 

人口減少や生活圏の広域化等により、ひとつの都市だけでは解決で

きない課題が増加していることから、行政区域を越えた一定の都市圏

において、各々の限られた財源や地域資源を活用しあいながら広域的

な取組を行うなど広域的な視点による都市づくりを推進する。 

 

 

都市づくりの基本方針 

（１）持続可能な都市の構築に資する都市政策の推進 

①人口減少等からみた土地利用の方針 

②産業面からみた土地利用の方針 

③財源の確保と効率的な都市投資 

 

（２）安全安心、快適に暮らせる都市政策の推進 

①災害リスクからみた土地利用の方針 

②居住環境からみた土地利用の方針 

③高齢化の進行からみた土地利用の方針 

 

（３）自然環境と調和する都市政策の推進 

①自然環境の保全、活用に向けた土地利用の方針 

②環境負荷の抑制に向けた土地利用の方針 

 

（４）広域連携を踏まえた都市政策の推進 

①広域的な連携 
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第４ 諫早市における新たな土地利用規制のあり方 

   目指すべき将来都市像の実現に向けた土地利用規制・誘導の手法を検

討するにあたり、先に定めた都市づくりの基本理念や基本方針の視点か

らみた土地利用規制について、以下のとおり評価を行った。 

１．将来像の視点からみた土地利用規制の評価 

（１）持続可能な都市の構築に資する都市政策の推進 

①人口減少等からみた土地利用規制の評価 

本市の人口移動の状況をみると、主に市街化区域外縁部へ市内、県

外からの人口流入が多くなっている。 

また、近年では中心市街地への人口回帰などもみられるが、将来に

わたって持続可能なまちづくりを実現するためには、生活利便性を高

めるコンパクトで効率的な土地利用を推進する必要がある。 

市街化調整区域は市街化区域に比べ高い人口減少率となっているも

のの、居住者の意向を含め現状を踏まえると、住宅や商業施設等の需

要は高く、集落地の地域固有の課題に配慮した一定の開発を推進する

必要がある。 

このようなことから、持続可能な都市を構築するためには集約型都

市構造を目指しつつ、郊外部においても地域活力の維持に努めるよう、

立地適正化計画の策定や特定用途制限地域の指定などの、区域区分に

代わる新たな土地利用規制・誘導施策を導入し、地域の特性に応じた

まちづくりを検討する必要がある。 

 

②産業面からみた土地利用規制の評価 

現在、産業フレームや近年の企業進出の状況から、今後も産業等の

需要はあるものと想定されるが、企業立地において用地の確保や立地

を可能にする土地利用転換等に時間を要するなど、企業の要請に対す

る機会を損失することが懸念される。 

このようなことから、商業系施設は「まちなか」に誘導することを

基本とし、産業系の需要に対しては、市街化区域内では活用可能な産

業用地を確保することが困難であるため、郊外部の適地に適切に立地
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誘導するなど、機動的に活用できる産業用地の確保に向けて、柔軟な

土地利用規制の緩和等が必要である。 

 

③財源の確保と効率的な都市投資からみた土地利用規制の評価 

区域区分が廃止された場合においても、引き続き公共投資により良

好な市街地形成を行うためには、都市計画税は現状維持を基本に財源

確保を図る必要がある。 

また、現状よりも土地活用の自由度が高まることで企業誘致が容易

になるだけでなく、そこで働く定住人口の増加による税収の増加も期

待できる。 

なお、固定資産税等については一部課税の見直しが想定されるため、

区域区分を廃止する必要がある場合には丁寧な対応が必要である。 

 

（２）安全安心、快適に暮らせる都市政策の推進 

①災害リスクからみた土地利用規制の評価 

災害リスクが高い区域として、災害レッドゾーンと災害イエローゾ

ーンがあるが、このうち都市計画法以外の法律で行為規制がないもの

は、災害イエローゾーンの浸水想定区域と土砂災害警戒区域である。 

浸水想定区域については、本明川ダム等の整備により災害リスクは

大幅に低減されるが、土砂災害警戒区域については、区域区分を廃止

した場合には開発に関する条例の対象外となる。 

しかしながら、令和５年に施行された宅地造成及び特定盛土等規制

法（通称：盛土規制法）に基づく行為規制により、これまでの開発許

可と同程度の対策が可能と考えられるが、都市計画法に基づく土地利

用施策においても、リスクの高い区域に施設の立地を誘導しないなど、

リスク低減に努める必要がある。 

 

 

 



12 

②居住環境からみた土地利用規制の評価 

定住化対策として市街化区域内では、利便性の高い中心市街地にお

けるマンション等の共同住宅の立地促進など、今後も中心部への居住

誘導を図る必要がある。 

また、市街化調整区域などの郊外部では、低・未利用地等を活用し

て単身赴任者等へ低廉で良質な住宅の供給を促進し、また産業立地に

合わせた職住近接の住宅供給も併せて推進する必要がある。 

更に、本市には約２，０００件の空き家が各地域の市街地や集落地

に広く点在し、一部修繕で利活用が可能な空き家が多くあることから、

若者・子育て世帯や市外からの移住などの各種ニーズに沿った暮らし

やすさを提供するため、空き家のリノベーションなどの多様な用途変

更による積極的な空き家の有効活用を推進する必要がある。 

 

③高齢化の進行からみた土地利用規制の評価 

高齢者の住みやすさへの対応として、医療、福祉、公共交通が整っ

ている市街化区域はもとより、高齢化率の高い市街化調整区域などの

郊外部においても、高齢者が住み続けられる環境を維持していくため

には、一定の生活利便施設の立地及び公共交通の利便性を維持する必

要がある。 

そのためには、新たな土地利用施策等を導入することにより、必要

な地区に人口を誘導する必要がある。 

 

（３）自然環境と調和する都市政策の推進 

①自然環境の保全、活用に向けた土地利用規制の評価 

市街化調整区域では、多くの地域で農用地区域等の土地利用規制に

より自然環境の保全が保たれており、今後も引き続き、都市の貴重な

緑として保全していく必要がある。 

一方、活用の面では、人口減少や高齢化に伴う後継者不足などによ

り、増大している荒地や耕作放棄地などを有効活用するためには、新

たな土地利用施策を検討する必要がある。 
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②環境負荷の抑制に向けた土地利用規制の評価 

環境負荷の大きな要因のひとつである交通渋滞は、主に通勤による

車両の集中が原因と考えられるため、都市計画道路破籠井鷲崎線など

の環状道路の整備により交通量を分散させ、通勤時間帯の交通量を減

少させる必要がある。 

 

（４）広域連携を踏まえた都市政策の推進 

①広域的な連携からみた土地利用規制の評価 

地形等の自然状況について、周辺都市とは長崎市と国道３４号沿い

の一部で市街地が連続しているものの、その他の都市とは都市計画区

域外の山林や農地で分断されている。 

一方、長崎都市計画区域や県央地域における生活圏域も年々変化し

ている状況にあり、今後も県央地域における広域交通網の整備等によ

り、医療・産業・農業・観光等の分野における連携や交流人口の拡大

など、人口減少が著しい長崎県において県央地域の役割が大きくなっ

ている。 

このようなことから、結びつきが強い自治体同士が広域的に連携し、

各々の限られた財源や地域資源などを活用し合いながら、持続可能な

都市計画区域を形成していく必要がある。 
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２．総合評価 

本市の将来にふさわしい土地利用政策について、以下のとおり評価

した。 

 

持続可能な都市の視点では、中心部における低密度な市街地形成の

抑制の面からは区域区分の継続が考えられたが、人口減少や産業面に

おいて、集約型都市構造を目指しつつ郊外部の集落地等の活力維持や、

産業需要に対する迅速な対応などからは区域区分の廃止が考えられた

ことから、相対的にみて区域区分の廃止が適当であると評価した。 

 

安全・安心な都市の視点では、居住環境や高齢化の進行において、

空き家の用途変更、低・未利用地を活用した住宅や職住近接の住宅の

供給、郊外部の生活利便施設の立地誘導、公共交通を維持する人口確

保などの多くの面からは区域区分の廃止が適当であると評価した。 

 

自然環境との調和の視点では、区域区分の継続・廃止にかかわらず、

可能な限り自然環境等を保全する土地利用規制を行いつつ、郊外部の

集落地においても移住や定住を促進する環境を整える必要があると評

価した。 

 

広域的な連携の視点では、都市圏の構成に変化がみられ、将来的に

もこの傾向が続くことが予想されることから、まずは本市単独の都市

計画区域を検討し、更なる都市圏の再編については、今後の長崎都市

計画区域や県央地域における社会情勢の変化を的確に捉え、引き続き

検討していく必要があると評価した。 

 

以上のようなことから総合的な評価として、効率的な都市運営を行

うための、本市の新しい土地利用政策については、本市単独の都市計

画区域へ再編し、区域区分を廃止したうえで、用途地域を維持しなが

ら新たな補完制度の導入が適当であると評価した。 
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第５ 諫早市の新しい都市計画に関する提言 

    本委員会では、これまでの検討結果を踏まえ、本市の将来にふさ

わしい新たな土地利用施策の基本的な考え方と概要について、以下

のとおり提言する。 

 

１．新たな土地利用施策の基本的な考え方と概要 

（１）土地利用施策の基本的な考え方 

 

①都市計画区域 

長崎都市計画区域から離脱し、新たに（仮）諫早都市計画区域 

を定める。 

 

②区域区分 

区域区分を廃止し、現行の用途地域を継続する。 

 

③立地適正化計画 

旧市街化区域内に、新たに立地適正化計画を策定する。 

 

④特定用途制限地域 

旧市街化調整区域全域に、新たに特定用途制限地域を定める。 
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（２）土地利用施策の概要 

①都市計画区域 

現在の長崎都市計画区域から離脱し、本市単独で新たに（仮）諫早

都市計画区域を定める。 

なお、更なる都市計画区域の再編については、引き続き検討してい

く必要がある。 

 

②区域区分 

区域区分の廃止に伴い、旧市街化区域においては現行の用途地域を

そのまま継続するとともに、集約型都市構造を目指し適切な都市機能

及び居住の誘導を図るため、以下に示す立地適正化計画の策定を推進

する。 

また、旧市街化調整区域においては、住宅と産業施設の混在などに

よる土地利用の混乱を抑制するため、以下に示す特定用途制限地域に

よる誘導を図る。 

 

③立地適正化計画 

本市では、令和２年に都市計画マスタープランを策定し、コンパク

トなまちづくりを推進していくこととしているが、都市計画運用指針

では区域区分の廃止とあわせて、都市機能の立地の適正化を図るため

に、都市計画マスタープランの高度化版として位置づけられる立地適

正化計画を策定すべきであるとされている。 

また、令和２年には法改正により、災害ハザード区域における開発

抑制、移転の促進、防災施策との連携強化など、安全なまちづくりに

必要な対策を計画的かつ着実に講じることを目的に防災指針の策定が

計画内容に追加された。 

これらを踏まえ、区域区分廃止後において適正な土地利用の誘導、

及び安全安心な市街地の形成を行っていくためのマスタープランとし

て、適切な時期に立地適正化計画を策定する。 
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④特定用途制限地域 

旧市街化調整区域全域において、土地利用に関する規制が大幅に緩

和されることから、既存集落の居住環境保全や営農環境、自然環境な

ど様々な環境の保全に向けて、地域特性に応じた新たな土地利用規制

を積極的に導入・活用していく必要がある。 

このため、本市においては、区域区分の廃止とあわせて、平成１２

年に創設された特定用途制限地域を新たに定めることとする。 

なお、具体的な規制内容については、４０戸連たんなど現行の規制

緩和策を前提とし定めるものとする。 

 

【対象区域】 

旧市街化調整区域全域 

【規制概要】 

現行の緩和制度を参考に複数の地区を設定し、地区にふさわし

くない建物用途の立地を制限する。 
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付２．委員会開催経過 

第１回委員会開催 令和４年７月２８日（木） 

① 「諫早市の新しい都市計画」の検討について 

② 都市計画制度について 

③ 現況データについて 

 

第２回委員会開催 令和４年１２月２０日（火） 

① 事業者及び線引き廃止自治体へのアンケート調査結果について 

② 市民アンケートについて 

③ 都市計画上の課題について 

 

第３回委員会開催 令和５年３月２３日（木） 

① 市民アンケート結果について 

② 課題に対する対応方針及び目指すべき都市像について 

 ・基本的課題と対応方針 

 ・目指すべき都市像 

 

第４回委員会開催 令和５年８月２日（水） 

① 目指すべき都市像の実現に向けた土地利用政策の検討について 

 ・土地利用政策の根幹となる制度の概要 

 ・本市の土地利用規制の概略検討 

 

第５回委員会開催 令和５年１２月１８日（月） 

① 目指すべき都市像の実現に向けた土地利用政策の検討について 

 ・本市の土地利用規制の詳細検討 

 ・総合評価 

 

第６回委員会開催 令和６年３月２２日（金） 

① 都市計画区域再編の検討 

② 区域区分要否の検討 

③ 区域区分廃止に伴う新たな土地利用規制・誘導施策について 

④ 答申（案）について 
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